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国　税／ 平成29年分所得税の確定申告
 2月16日～3月15日

 （還付申告は申告期間前でも受け付けられます）
国　税／ 贈与税の申告 2月1日～3月15日
国　税／ 1月分源泉所得税の納付 2月13日
国　税／ 12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 2月28日
国　税／ 6月決算法人の中間申告 2月28日
国　税／ 3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 2月28日
国　税／ 決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付 2月28日
地方税／ 固定資産税（都市計画税）の第4期分の納付

 市町村の条例で定める日

2 2018（平成30年）

マイナンバーによる情報連携　行政機関に提出する必要があった書類を省略できるよ
う、マイナンバーを基に専用のネットワークシステムを利用して行政機関の間で情報の
やり取りをすること。たとえば、健康保険の給付や保険料の減免を受ける際に必要だっ
た住民票の写しや課税証明書が不要になります。昨年11月から運用が始まっています。

ワン
ポイント

梅

◆  2月の税務と労務 2月 （如月）FEBRUARY

11日・建国記念の日　12日・振替休日
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２月号─2

　
製
造
業
を
営
む
者
で
す
。
第

四
次
産
業
革
命
の
時
代
と
な
っ

て
き
て
い
る
と
言
わ
れ
て
い
ま

す
が
、
こ
の
動
向
と
課
題
に
つ

い
て
教
え
て
下
さ
い
。

　
二
〇
一
五
年
は
「
第
四
次
産
業
革

命
元
年
」
と
も
言
わ
れ
ま
し
た
が
、

今
、
世
界
で
何
が
起
き
て
い
て
、
日

本
は
こ
れ
か
ら
ど
う
な
っ
て
い
く
の

か
、
私
た
ち
の
仕
事
や
生
活
が
ど
う

変
わ
っ
て
い
く
の
か
。

　
一
九
九
〇
年
頃
か
ら
パ
ソ
コ
ン
、

二
〇
〇
〇
年
頃
か
ら
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
を
皮
切
り
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
が
庶

民
の
も
の
と
な
り
、
ニ
ー
ズ
の
多
様

化
に
呼
応
し
た
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
（
年

間
数
個
程
度
し
か
売
れ
な
い
商
品
で

も
大
量
に
陳
列
し
て
お
く
こ
と
に
よ

っ
て
、
総
数
と
し
て
大
き
な
売
上
が

得
ら
れ
る
こ
と
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

上
で
は
陳
列
ス
ペ
ー
ス
に
制
限
が
な

い
の
で
可
能
と
な
り
ま
す
）
の
市
場

化
や
市
民
活
動
が
進
化
し
た
ソ
ー
シ

ャ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
へ
と
変
化
し

て
き
て
い
ま
す
。

　
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
世
界
も
、

ス
マ
ホ
で
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
や
ツ
イ

ッ
タ
ー
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
な
ど
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ

（
ソ
ー
シ
ャ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー

ビ
ス
＝
登
録
さ
れ
た
利
用
者
同
士
が

交
流
で
き
る
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
の
サ
ー

ビ
ス
）
を
使
い
分
け
、
映
像
を
含
め

た
情
報
の
や
り
取
り
を
す
る
の
が
当

た
り
前
と
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　
そ
こ
で
こ
れ
ら
を
含
む
大
き
な
潮

流
を
第
四
次
産
業
革
命
と
捉
え
て
い

ま
す
。
こ
の
他
、
３
Ｄ
プ
リ
ン
タ
ー

や
ド
ロ
ー
ン
な
ど
も
含
ま
れ
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
世
界
は
デ
ジ
タ
ル

技
術
の
進
歩
に
よ
り
、
第
四
次
産
業

革
命
と
呼
ば
れ
る
段
階
に
突
入
し
て

い
ま
す
。

　
人
間
の
労
働
が
機
械
に
代
替
さ
れ

る
か
も
し
れ
な
い
と
い
う
議
論
に
も

注
目
が
集
ま
っ
て
お
り
、
日
本
が
世

界
の
流
れ
に
乗
り
遅
れ
な
い
た
め
に

も
、
そ
う
し
た
変
革
へ
の
対
応
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
経
済
産
業
省
の
試
算
で
は
、
人
工

知
能（
Ａ
Ｉ
）や
ロ
ボ
ッ
ト
の
台
頭
で

七
三
五
万
人
の
雇
用
が
減
る
と
推
定

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
二
〇
一
六
年
三
月
の
就
業
者
数
は

六
、三
三
九
万
人
で
す
か
ら
、
一
割

以
上
の
人
の
仕
事
が
な
く
な
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　
Ｉ
ｏ
Ｔ
（
全
て
の
モ
ノ
が
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
に
つ
な
が
る
こ
と
）
や
Ａ

Ｉ
に
よ
る
第
四
次
産
業
革
命
は
、
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
が
関
与
し
て
実
現
さ
れ

る
た
め
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
関
連
発
明

を
把
握
す
る
こ
と
で
第
四
次
産
業
革

命
の
広
が
り
を
理
解
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
サ
ー
ビ
ス
産
業
が

Ａ
Ｉ
や
Ｉ
ｏ
Ｔ
に
お
い
て
非
常
に
重

要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
が
、

同
分
野
の
研
究
開
発
の
支
出
シ
ェ
ア

の
七
七
％
は
米
国
企
業
で
あ
り
、
こ

の
分
野
で
米
国
が
強
い
こ
と
は
ハ
ッ

キ
リ
し
て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
・

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
サ
ー
ビ
ス
産
業
で
、

研
究
開
発
費
支
出
が
多
い
企
業
と
し

て
は
、
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
、
グ
ー
グ

ル
、
オ
ラ
ク
ル
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
や
フ
ェ
イ

ス
ブ
ッ
ク
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

Ｉ
Ｂ
Ｍ
を
除
く
と
、
一
九
七
〇
年
代

以
降
の
新
規
参
入
企
業
で
あ
り
、
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
サ
ー
ビ
ス
を
専
業
と
し

て
急
速
に
伸
び
て
き
た
企
業
で
す
。

　
日
本
の
上
位
は
富
士
通
と
日
本
電

気
で
あ
り
、
こ
れ
ら
は
多
角
化
企
業

で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
サ
ー
ビ
ス
も
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
も
手
掛
け
て
い
る
企
業
で

す
。
こ
の
差
を
埋
め
る
の
は
、
な
か

な
か
困
難
で
す
。

　
こ
の
た
め
、
こ
の
分
野
以
外
の
分

野
で
日
本
は
戦
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

た
と
え
ば
、
個
人
の
健
康
デ
ー
タ
、

車
の
自
動
走
行
、
工
場
の
稼
働
デ
ー

タ
な
ど
の
リ
ア
ル
デ
ー
タ
の
分
野
で

す
。

◆
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー

　
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
は
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
サ
ー
ビ

ス
の
利
用
者
と
提
供
者
を
素
早
く
マ

ッ
チ
ン
グ
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
個

人
が
保
有
す
る
住
居
や
自
動
車
な
ど

の
遊
休
資
産
を
他
人
に
提
供
し
た
り

す
る
サ
ー
ビ
ス
。

　
た
と
え
ば
、
住
宅
の
空
き
部
屋
を

活
用
し
て
宿
泊
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
民
泊
や
、
一
般
ド
ラ
イ
バ
ー
の
自

家
用
車
に
乗
っ
て
目
的
地
ま
で
移
動

す
る
サ
ー
ビ
ス
、
空
い
て
い
る
駐
車

ス
ペ
ー
ス
を
利
用
す
る
サ
ー
ビ
ス
な

ど
で
す
。

第
四
次　産業

革
命

　
　
　の動
向

第
四
次　産業

革
命

　
　
　の動
向



3─２月号

◆
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク

　
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
と
は
、
金
融
を
意

味
す
る
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
と
技
術
を
意

味
す
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
組
み
合
わ

せ
た
造
語
で
す
。
主
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活

用
し
た
革
新
的
な
金
融
サ
ー
ビ
ス
事

業
を
指
す
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
た
と
え
ば
、
取
引
先
金
融
機
関
や

ク
レ
ジ
ッ
ト
と
カ
ー
ド
の
利
用
履
歴

を
ス
マ
ホ
で
集
約
す
る
サ
ー
ビ
ス
や
、

個
人
間
で
送
金
や
貸
借
を
仲
介
す
る

サ
ー
ビ
ス
、
Ａ
Ｉ
に
よ
る
資
産
運
用

サ
ー
ビ
ス
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
の
普
及
は
、
金
融

の
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る
資
産
運
用
や

決
済
、
融
資
に
係
る
手
間
や
費
用
の

削
減
に
よ
り
、
従
来
、
金
融
サ
ー
ビ

ス
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
た
個
人
や
企

業
も
金
融
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る

よ
う
に
な
り
ま
す
。

◆
雇
用
に
与
え
る
影
響

　
過
去
の
雇
用
デ
ー
タ
を
み
る
と
、

労
働
者
の
ス
キ
ル
度
が
中
レ
ベ
ル
の

職
業
は
雇
用
が
減
少
す
る
一
方
で
、

ス
キ
ル
度
が
高
・
低
レ
ベ
ル
の
職
業

の
雇
用
が
増
加
し
て
お
り
、
こ
れ
が

先
進
国
で
表
れ
て
い
る
経
済
格
差
の

一
因
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
米
国
は
ル
ー
テ
ィ
ン
業
務
（
決
め

ら
れ
た
流
れ
の
日
常
の
業
務
）
の
減

少
が
大
き
く
、
高
ス
キ
ル
の
職
業
の

増
え
方
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
日
本
は
ル
ー
テ
ィ
ン
業
務

が
そ
れ
ほ
ど
減
っ
て
い
な
い
し
、
高

ス
キ
ル
も
ほ
と
ん
ど
増
え
て
い
ま
せ

ん
。
技
術
が
進
ん
で
機
械
で
代
替
で

き
る
に
も
関
わ
ら
ず
人
間
が
働
い
て

お
り
、
高
ス
キ
ル
の
人
を
養
成
し
て

こ
な
か
っ
た
と
い
う
現
状
維
持
傾
向

が
非
常
に
強
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
技
術
進
歩
に
対
し
て
雇
用
状
態
が

合
っ
て
い
な
い
。
こ
こ
に
日
本
の
低

い
生
産
性
、
弱
い
国
際
競
争
力
の
要

因
の
一
つ
が
あ
り
ま
す
。
技
術
進
歩

を
阻
害
し
な
い
「
働
き
方
改
革
」
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
中
ス
キ
ル
の
人
々
を
活
用
す
る
に

は
、
手
づ
く
り
的
な
業
務
に
繋
げ
て

い
く
こ
と
、例
え
ば
、農
業
や
飲
食
、

介
護
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
明
る
い
未
来
を
築
く
に
は
「
人
」

を
第
一
に
考
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
さ
も
な
い
と
、
人
間
性
が
奪
わ
れ

ロ
ボ
ッ
ト
化
し
た
人
類
の
未
来
が
待

ち
受
け
て
い
る
こ
と
に
な
り
か
ね
ま

せ
ん
が
、
逆
に
、
第
四
次
産
業
革
命

の
も
た
ら
す
技
術
は
、
想
像
力
、
感

情
移
入
、
受
託
責
任
と
い
う
人
間
性

の
中
で
も
最
高
の
パ
ー
ト
の
能
力
を

補
完
し
て
、
人
間
性
を
運
命
共
同
体

と
し
て
道
徳
的
な
集
合
意
識
に
ま
で

高
め
る
こ
と
も
夢
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
日
本
の
社
会
と
企
業
の
強
み
を
活

か
し
て
、
集
め
た
デ
ー
タ
を
社
会
に

う
ま
く
還
元
し
、
課
題
解
決
が
で
き

れ
ば
、
日
本
が
世
界
の
プ
ラ
ッ
ト
フ

ォ
ー
ム
（
基
盤
・
土
台
）
に
な
る
こ

と
も
十
分
可
能
で
す
。

日本の第４次産業革命関連の取組は米独に比べて遅れている（内閣府）

（導入率、%）

日本

既に導入
2020 年までに導入

アメリカ ドイツ

日本 アメリカ ドイツ 日本 アメリカ ドイツ
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１　IoT 導入状況（2015 年）と今後の導入意向（2020 年）

２　シェアリング・エコノミーの認知度と利用意向

３　フィンテック投資額
（対GDP比、%）
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２月号─4

　所
得
税
の
確
定
申
告
時
期
と
な
り

ま
し
た
。
還
付
申
告
は
既
に
一
月
か

ら
始
ま
っ
て
い
ま
す
が
、
納
付
額
の

あ
る
人
に
つ
い
て
は
、
二
月
十
六
日

か
ら
三
月
十
五
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

以
下
、
平
成
二
十
九
年
分
確
定
申
告

の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

１
　
確
定
申
告
の
対
象
者

●
確
定
申
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
人
（
主
な
例
）

　①
個
人
で
事
業
を
行
っ
て
お
り
納

税
額
が
あ
る
、
②
不
動
産
収
入
が
あ

る
人
で
納
税
額
が
あ
る
、
③
給
与
が

年
間
二
千
万
円
を
超
え
る
、
④
二
か

所
以
上
か
ら
給
与
を
も
ら
っ
て
い
る
、

⑤
同
族
会
社
の
役
員
等
で
、
そ
の
会

社
に
不
動
産
や
事
業
資
金
を
貸
し
付

け
、
使
用
料
・
利
息
を
受
け
取
っ
て

い
る
、
⑥
平
成
二
十
九
年
中
に
土
地

等
の
譲
渡
が
あ
っ
た
、
⑦
給
与
所
得

者
で
給
与
以
外
の
所
得
金
額
が
二
〇

万
円
を
超
え
る

●
所
得
税
の
還
付
が
受
け
ら
れ
る
人

（
主
な
例
）

　雑
損
控
除
、
医
療
費
控
除
、
寄
附

金
控
除
、
配
当
控
除
、
住
宅
ロ
ー
ン

控
除
等
を
受
け
る
人

２
　
平
成
二
十
九
年
分
の
留
意
点 

【
既
存
住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
に

係
る
特
例
措
置
】

　次
の
増
改
築
を
し
た
居
住
用
家
屋

を
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
以
後
に

自
己
の
居
住
の
用
に
供
す
る
場
合
に

適
用
さ
れ
ま
す
。

⑴

　ロ
ー
ン
を
利
用
し
た
場
合

　特
定
の
省
エ
ネ
改
修
工
事
と
併
せ

て
行
う
以
下
の
一
定
の
耐
久
性
向
上

改
修
工
事
が
追
加
さ
れ
て
い
ま
す
。

ア

　①
小
屋
裏
、
②
外
壁
、
③
浴
室
・

脱
衣
室
、
④
土
台
・
軸
組
等
、
⑤

床
下
、
⑥
基
礎
若
し
く
は
⑦
地
盤

に
関
す
る
劣
化
対
策
工
事
又
は
⑧

給
排
水
管
若
し
く
は
給
湯
管
に
関

す
る
維
持
管
理
若
し
く
は
更
新
を

容
易
に
す
る
た
め
の
工
事
で
、
次

の
イ
〜
オ
の
要
件
を
満
た
す
も
の
。

イ

　増
築
、
改
築
、
大
規
模
な
修
繕

若
し
く
は
模
様
替
え
又
は
一
室
の

床
若
し
く
は
壁
の
全
部
に
つ
い
て

行
う
修
繕
若
し
く
は
模
様
替
等
。

ウ

　認
定
を
受
け
た
長
期
優
良
住
宅

建
築
等
計
画
に
基
づ
く
も
の
。

エ

　改
修
部
位
の
劣
化
対
策
並
び
に

維
持
管
理
及
び
更
新
の
容
易
性
が
、

い
ず
れ
も
増
改
築
に
よ
る
長
期
優

良
住
宅
の
認
定
基
準
に
新
た
に
適

合
す
る
。

オ

　工
事
費
用
（
補
助
金
等
の
交
付

が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
補
助
金

等
の
額
を
控
除
し
た
後
の
金
額
）

の
合
計
額
が
五
〇
万
円
を
超
え
る
。

〔
控
除
額
〕

◎
一
定
の
耐
久
性
向
上
改
修
工
事
＋

特
定
の
省
エ
ネ
改
修
工
事
…
最
大

控
除
額
六
二
・
五
万
円（
五
年
間
）

⑵

　自
己
資
金
を
利
用
し
た
場
合

　次
の
一
定
の
耐
久
性
向
上
改
修
工

事
で
、
耐
震
改
修
工
事
又
は
省
エ
ネ

改
修
工
事
と
併
せ
て
行
う
も
の
が
追

加
さ
れ
て
い
ま
す
。

ア

　⑴
の
ア
と
同
じ
工
事
で
、
次
の

イ
〜
エ
の
要
件
を
満
た
す
も
の
。

イ

　認
定
を
受
け
た
長
期
優
良
住
宅

建
築
等
計
画
に
基
づ
く
も
の
。

ウ

　改
修
部
位
の
劣
化
対
策
並
び
に

維
持
管
理
及
び
更
新
の
容
易
性
が
、

い
ず
れ
も
増
改
築
に
よ
る
長
期
優

良
住
宅
の
認
定
基
準
に
新
た
に
適

合
す
る
。

エ

　工
事
種
類
ご
と
の
標
準
的
な
工

事
費
用
の
額
に
工
事
箇
所
数
等
を

乗
じ
た
金
額
（
補
助
金
等
の
交
付

が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
補
助
金

等
の
額
を
控
除
し
た
後
の
金
額
）

が
五
〇
万
円
を
超
え
る
。

〔
控
除
額
〕

◎
一
定
の
耐
久
性
向
上
改
修
工
事
＋

（
耐
震
改
修
工
事
又
は
省
エ
ネ
改

修
工
事
）
…
最
大
控
除
額
二
五
万

円
（
三
五
万
円
※
）

◎
一
定
の
耐
久
性
向
上
改
修
工
事
＋

耐
震
改
修
工
事
＋
省
エ
ネ
改
修
工

事
…
最
大
控
除
額
五
〇
万
円

（
六
〇
万
円
※
）

※

　省
エ
ネ
改
修
工
事
と
併
せ
て
太

陽
光
発
電
装
置
を
設
置
す
る
場
合

に
は
、
最
大
控
除
額
が
一
〇
万
円

ず
つ
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

確
定
申
告
の

　
　
ポ
イ
ン
ト

平
成
29
年
分
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表1　所得税額速算表（平成29年分用）

表2　確定申告書チェック表

課税総所得金額（A） 税率
（B） 控除額（C） 税額＝

（（A）×（B）－（C））×102.1％
住民税額の速算表（所得割）

超 以下 ［課税所得］ ［税率］

一律 10%

（平成29年分用）

営業・農業・その他の事業・不動産所得等については、収支内訳書の添付が必要です。

給与所得等の源泉徴収票は、原本が添付されていますか。

還付申告書を提出する場合は、給与所得以外の所得が20万円以下であっても、含めて申告します。

損益通算のできる損失は、不動産・事業・譲渡（注）・山林所得です。

項　目

1,950,000
3,300,000
6,950,000
9,000,000
18,000,000
40,000,000

円
1,950,000
3,300,000
6,950,000
9,000,000
18,000,000
40,000,000

－      

円 0
97,500
427,500
636,000
1,536,000
2,796,000
4,796,000

（（A）×5％）×102.1％
（（A）×10％－
（（A）×20％－
（（A）×23％－
（（A）×33％－
（（A）×40％－
（（A）×45％－

円
97,500円）×102.1％
427,500）×102.1％
636,000）×102.1％
1,536,000）×102.1％
2,796,000）×102.1％
4,796,000）×102.1％

5
10
20
23
33
40
45

％

区分

共　　　　　通

医　　療　　費
※セルフメディケーション
　税制との選択適用

寄　　附　　金

特定扶養親族

寡 　 婦（ 夫 ）

配偶者特別控除

配　当　控　除

住宅ローン控除

源泉徴収税額

申 告 納 税 額

予 定 納 税 額

所
得
金
額

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

税
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

そ
の
他

チェックの内容

（注）一定の居住用財産以外の土地・建物等を除きます。

補てん金は、未収であっても、見積りにより控除します。

差引負担額から10万円（又は所得金額の5％か、いずれか少ない金額）を、差し引いてありますか。
※セルフメディケーション税制の場合、医薬品購入額が1万2千円超（8万8千円限度）。

領収書又は明細書の添付がされていますか。

領収書、証明書等の添付がされていますか。

扶養親族のうち、年齢19歳以上23歳未満の人（平成7.1.2～平成11.1.1生まれ）で、控除額は
63万円です。

（1）寡婦 ①死別・離婚・・・・・・・・扶養親族又は一定の生計を一にする子があれば、所得制限なし。
 ②死別・・・・・・・・・・・・・・・・合計所得金額が500万円以下。
 ③特定の寡婦・・・・・・扶養親族である子を有し、かつ合計所得金額が500万円以下。
（2）寡夫 死別・離婚とも一定の生計を一にする子があり、かつ合計所得金額が500万円以下。

合計所得金額が1,000万円超なのに適用していませんか。

控除額は、最高38万円です。

対象となる配当所得は、剰余金の配当等です。

控除額は、課税総所得金額1,000万円以下は10％、それを超える部分は5％になります。

申告書の住宅借入金（取得）等特別控除欄の「居住年月日」等は、すべて記入がありますか。

添付書類の不足はないですか。

（1）新築・中古家屋の場合
 ①家屋（土地）の登記事項証明書
 ②請負契約書又は売買契約書の写し
 ③住民票の写し（平成28年1月1日以降に自己の居住の用に供した場合は不要）
 ④住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書
 ⑤建築年数基準（耐火25年以内、非耐火20年以内）に該当しない場合は、耐震基準適合証
 　明書又は住宅性能評価書の写し、既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されてい
 　ることを証する書類のいずれか

（2）増改築等をした家屋の場合
 上記（1）の各種の書類の他に「建築確認済証の写し」若しくは「検査済証の写し」又は、
 「増改築等工事証明書」

未払いの源泉所得税額も含めて記載します。

黒字の金額は、100円未満の端数は切り捨て。

第一期・第二期とも、未納があっても記載して下さい。
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雇
用
保
険
制
度
で
は
、
教
育
訓
練

受
講
の
た
め
に
支
払
っ
た
費
用
の
一

部
を
支
給
す
る「
教
育
訓
練
給
付
金
」

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

働
く
人
の
主
体
的
な
能
力
開
発
の
取

組
み
や
中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成

を
支
援
し
、
雇
用
の
安
定
と
再
就
職

の
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て

実
施
さ
れ
て
い
る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、
初
め
て
専
門
実
践
教
育
訓

練
（
通
信
制
、
夜
間
制
を
除
く
）
を

受
講
す
る
人
で
、
受
講
開
始
時
に
四

十
五
歳
未
満
な
ど
一
定
の
要
件
を
満

た
す
人
が
、
訓
練
期
間
中
、
失
業
状

態
に
あ
る
場
合
に
訓
練
受
講
を
さ
ら

に
支
援
す
る
た
め
、「
教
育
訓
練
支
援

給
付
金
」
が
支
給
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
今
回
は
、
教
育
訓
練
給
付
金
の
制

度
全
般
お
よ
び
平
成
三
十
年
一
月
よ

り
拡
充
さ
れ
た
「
専
門
実
践
教
育
訓

練
給
付
金
」
の
改
正
内
容
を
取
り
上

げ
ま
す
。

一

　教
育
訓
練
給
付
金
制
度
の
概
要

　
教
育
訓
練
給
付
金
に
は
次
の
も
の

が
あ
り
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
被

保
険
者
（
在
職
者
）
ま
た
は
被
保
険

者
で
あ
っ
た
人
（
離
職
者
）
に
対
し

支
給
さ
れ
ま
す
。

①
　
一
般
教
育
訓
練
給
付
金

②
　
専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付
金

③
　
教
育
訓
練
支
援
給
付
金
（
平
成

三
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の

時
限
措
置
と
さ
れ
て
い
ま
す
）

二

　一
般
教
育
訓
練
給
付
金

㈠

　制
度
概
要

　
受
講
開
始
日
に
雇
用
保
険
の
被
保

険
者
等
で
あ
っ
た
期
間
が
三
年
以
上

（
初
め
て
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
人

は
当
分
の
間
、
一
年
以
上
）
あ
る
こ

と
、
受
講
開
始
日
時
点
で
被
保
険
者

で
な
い
人
は
被
保
険
者
資
格
を
喪
失

し
た
日
（
離
職
日
の
翌
日
）
以
降
、

受
講
開
始
日
ま
で
が
一
年
以
内
で
あ

る
こ
と
等
の
一
定
要
件
を
満
た
し
た

人
が
、
厚
生
労
働
大
臣
の
指
定
す
る

教
育
訓
練
を
受
講
し
修
了
し
た
場
合

に
支
給
さ
れ
ま
す
。

㈡

　支
給
額

　
教
育
訓
練
施
設
に
支
払
っ
た
教
育

訓
練
経
費
の
二
〇
％
に
相
当
す
る
額

と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
そ
の
額
が

一
〇
万
円
を
超
え
る
場
合
は
一
〇
万

円
が
上
限
で
す
。
ま
た
、
支
給
額
を

計
算
し
た
結
果
が
四
千
円
を
超
え
な

い
場
合
は
不
支
給
と
さ
れ
ま
す
。

　
な
お
、
受
講
開
始
日
前
一
年
以
内

に
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ

る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
受
け
た
場

合
は
、
そ
の
費
用
を
教
育
訓
練
経
費

に
加
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
上
限

二
万
円
）。

三

　専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付
金

㈠

　制
度
概
要

　
中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
支

援
す
る
た
め
に
平
成
二
十
六
年
に
創

設
さ
れ
た
も
の
で
、
厚
生
労
働
大
臣

が
指
定
す
る
専
門
実
践
教
育
訓
練
講

座
を
修
了
す
る
見
込
者
お
よ
び
修
了

者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
対
象
と
な
る
講
座
に
は
次
の
も
の

が
あ
り
ま
す
。

①
　
業
務
独
占
資
格
・
名
称
独
占
資

格
の
取
得
を
訓
練
目
標
と
す
る
養

成
施
設
の
課
程

　
養
成
施
設
の
課
程
と
は
、
国
の
指

定
等
を
受
け
て
実
施
さ
れ
る
課
程
で
、

訓
練
修
了
に
よ
り
公
的
資
格
を
取
得
、

受
験
資
格
を
取
得
、
試
験
一
部
免
除

が
可
能
に
な
る
課
程
を
い
い
ま
す
。

訓
練
期
間
が
一
年
以
上
三
年
以
内（
か

つ
、
当
該
資
格
の
取
得
に
必
要
な
最

短
の
期
間
）
の
も
の
が
対
象
で
す
。

〈
業
務
独
占
資
格
の
例
〉

　
看
護
師
、
診
療
放
射
線
技
師
、
義

肢
装
具
士
、
歯
科
衛
生
士
、
柔
道
整

復
師
、美
容
師
、理
容
師
、測
量
士
、

電
気
工
事
士
、
建
築
士
　
な
ど

〈
名
称
独
占
資
格
の
例
〉

　
保
健
師
、
調
理
師
、
栄
養
士
、
介

護
福
祉
士
、
社
会
福
祉
士
、
精
神
保

健
福
祉
士
、
保
育
士
　
な
ど

②
　
専
門
学
校
の
職
業
実
践
専
門
課

程
　
専
修
学
校
の
専
門
課
程
の
う
ち
、

企
業
な
ど
と
の
連
携
に
よ
り
、
最
新

の
実
務
知
識
な
ど
を
身
に
つ
け
ら
れ

る
よ
う
教
育
課
程
を
編
成
し
た
も
の

と
し
て
文
部
科
学
大
臣
が
認
定
し
た

も
の
で
す
。訓
練
期
間
は
二
年
で
す
。

③
　
専
門
職
大
学
院

　
高
度
専
門
職
業
人
の
養
成
を
目
的

と
し
た
課
程
で
す
。
訓
練
期
間
は
二

年
ま
た
は
三
年
以
内
で
す
。

④
　
職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

　
大
学
、
大
学
院
、
短
期
大
学
お
よ

び
高
等
専
門
学
校
の
正
規
課
程
お
よ

び
履
修
証
明
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
う
ち
、

社
会
人
や
企
業
な
ど
の
ニ
ー
ズ
に
応

じ
た
実
践
的
・
専
門
的
な
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
文
部
科
学
大
臣
が
認
定
し
た
課

専
門
実
践
教
育

訓
練
給
付
金
の

改
正
（
雇
用
保
険
）
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程
で
す
。
訓
練
期
間
は
、
正
規
課
程

は
一
年
以
上
二
年
以
内
、
特
別
の
課

程
は
訓
練
時
間
が
一
二
〇
時
間
以
上

か
つ
訓
練
期
間
が
二
年
以
内
の
も
の

で
す
。

⑤
　
一
定
レ
ベ
ル
以
上
の
情
報
通
信

技
術
に
関
す
る
資
格
取
得
を
目
標

と
す
る
課
程

　
情
報
通
信
技
術
関
係
の
資
格
の
う

ち
、Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
標
準
※
に
つ
い
て
、

要
求
さ
れ
た
作
業
を
全
て
独
力
で
遂

行
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い

る
レ
ベ
ル
三
相
当
以
上
の
資
格
を
目

標
と
し
た
課
程
で
す
。
訓
練
時
間
は

一
二
〇
時
間
以
上
か
つ
訓
練
期
間
が

二
年
以
内
で
す
。

※
Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
標
準

　
　
経
済
産
業
省
に
よ
り
公
表
さ
れ

て
い
る
各
種
Ｉ
Ｔ
関
連
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
に
必
要
と
さ
れ
る
能
力
の

分
野
・
水
準
を
明
確
化
・
体
系
化

し
た
指
標
で
、
能
力
や
実
績
に
基

づ
き
七
段
階
の
レ
ベ
ル
が
規
定
さ

れ
て
い
ま
す
。

㈡

　改
正
点

　
平
成
三
十
年
一
月
一
日
以
降
に
受

講
開
始
す
る
専
門
実
践
教
育
訓
練
か

ら
、
次
の
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

①
　
支
給
率
の
拡
充

　
受
講
者
が
支
払
っ
た
教
育
訓
練
経

費
の
五
〇
％
（
従
来
は
四
〇
％
）
が

支
給
さ
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
資
格
取
得
等
し
た
場
合
、

追
加
で
教
育
訓
練
経
費
の
二
〇
％（
従

来
の
ま
ま
）
が
支
給
さ
れ
、
合
計
七
〇

％
（
従
来
は
合
計
六
〇
％
）
の
支
給

と
な
り
ま
す
。

②
　
上
限
額
の
引
上
げ

　
支
給
の
上
限
額
は
、
一
年
あ
た
り

四
〇
万
円
（
従
来
は
三
二
万
円
）
に

引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
資
格
取
得
等
し
た
場
合
の

追
加
支
給
の
上
限
額
は
一
年
あ
た
り

一
六
万
円
（
従
来
の
ま
ま
）
で
す
。

合
計
五
六
万
円
が
一
年
あ
た
り
の
上

限
額
で
す
。

〈
参
考
〉

　
前
述
の
上
限
額
は
、
一
年
あ
た
り

の
額
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
訓
練
期

間
が
二
年
の
場
合
は
、
上
限
額
が
八
〇

万
円
で
す
。
資
格
取
得
等
し
た
場
合

の
追
加
支
給
の
上
限
額
三
二
万
円
と

合
わ
せ
、
上
限
額
は
一
一
二
万
円
と

な
り
ま
す
。

　
訓
練
期
間
が
三
年
の
場
合
は
、
上

限
額
が
一
二
〇
万
円
で
す
。
資
格
取

得
等
し
た
場
合
の
追
加
支
給
の
上
限

額
四
八
万
円
と
合
わ
せ
、
上
限
額
は

一
六
八
万
円
と
な
り
ま
す
。

③
　
支
給
対
象
者
の
要
件
緩
和

〈
緩
和
ａ
〉

　
教
育
訓
練
給
付
金
を
受
け
る
た
め

の
要
件
の
一
つ
で
あ
る
「
支
給
要
件

期
間
」
は
三
年
以
上
（
従
来
は
一
〇

年
以
上
）
あ
れ
ば
よ
い
と
さ
れ
ま
し

た
。

　
支
給
要
件
期
間
と
は
、
受
講
開
始

日
ま
で
の
間
に
被
保
険
者
等
と
し
て

雇
用
さ
れ
た
一
定
要
件
を
満
た
す
期

間
を
い
い
、
転
職
に
よ
り
会
社
が
変

わ
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
被
保
険

者
資
格
の
空
白
期
間
が
一
年
以
内
で

あ
れ
ば
通
算
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
な
お
、
初
め
て
教
育
訓
練
給
付
金

の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
人
に
つ

い
て
は
二
年
以
上
（
従
来
の
ま
ま
）

の
支
給
要
件
期
間
が
あ
れ
ば
よ
い
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

〈
緩
和
ｂ
〉

　
平
成
二
十
六
年
十
月
一
日
以
降
、

教
育
訓
練
給
付
金
を
受
給
し
た
こ
と

が
あ
る
場
合
は
、
前
回
の
教
育
訓
練

給
付
金
受
給
日
か
ら
新
た
な
受
講
開

始
日
前
ま
で
に
三
年
以
上
（
従
来
は

一
〇
年
以
上
）
経
過
し
て
い
れ
ば
よ

い
と
さ
れ
ま
し
た
。

〈
緩
和
ｃ
〉

　
離
職
日
の
翌
日
以
降
一
年
間
の
う

ち
に
妊
娠
、
出
産
等
の
理
由
に
よ
り

引
き
続
き
三
〇
日
以
上
教
育
訓
練
の

受
講
を
開
始
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

場
合
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
申
請
す

る
こ
と
に
よ
り
、
離
職
日
の
翌
日
か

ら
受
講
開
始
日
ま
で
の
教
育
訓
練
給

付
金
の
対
象
と
な
り
得
る
期
間
（
適

用
対
象
期
間
）
を
最
大
二
〇
年
（
従

来
は
四
年
）
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が

可
能
と
さ
れ
ま
し
た
。

四

　教
育
訓
練
支
援
給
付
金

㈠

　制
度
概
要

　
初
め
て
専
門
実
践
教
育
訓
練
（
通

信
制
、
夜
間
制
を
除
く
）
を
受
講
す

る
人
で
、
受
講
開
始
時
に
四
十
五
歳

未
満
な
ど
一
定
の
要
件
を
満
た
す
人

が
、
訓
練
期
間
中
、
失
業
状
態
に
あ

る
場
合
に
支
給
さ
れ
る
も
の
で
す
。

㈡

　改
正
点

　
平
成
三
十
年
一
月
以
降
に
受
講
開

始
す
る
専
門
実
践
教
育
訓
練
か
ら
は
、

当
該
訓
練
受
講
中
の
基
本
手
当
の
支

給
が
受
け
ら
れ
な
い
期
間
に
つ
い
て
、

基
本
手
当
の
日
額
と
同
様
に
計
算
し

て
得
た
額
に
八
〇
％
（
従
来
は
五
〇

％
）
の
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
に
、

二
か
月
ご
と
に
失
業
の
認
定
を
受
け

た
日
数
を
乗
じ
て
得
た
額
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

　
教
育
訓
練
給
付
金
の
手
続
き
・
問

い
合
わ
せ
の
窓
口
は
、
公
共
職
業
安

定
所
で
す
。



　会社を潰さないためには“与信管理が重
要”ということを、多くの企業は知っている
と思います。
　それにも関わらず、日常の自社の行動に
当てはめて考えますと、リスクの程度に応
じて対応するといった曖昧な行動をしてい
る会社が多くなっています。
　特に、信用不安時に相手の会社にどのよ
うな行動を起こすかは非常に大切なことで
す。
　相手の会社がカネの支払いが遅れたり滞
ってきた時には、すぐに電話を掛ける、会
社を訪問することで請求、請求、とにかく
請求という動きをすることです。
　そして、折衝にあたっては必ず期限を切
る。相手に金銭的な裏付けを言わせること
ですが、合意内容は必ず書面化（言った言
わないの防止）します。
　その文書の事例を紹介します。

　≪支払いの繰延べを認める文書例≫

債務承認・弁済契約書
１　債務者　株式会社××
２　債務の内容　平成26年６月23日
付け売買契約に基づく
　　売買代金　金○○円
３　本来の弁済期　平成30年２月15日
　　上記債務が存在することを認め、
平成30年３月15日までに全額を一
括でお支払いすることを約束しま
す。
　　  平成30年２月23日

東京都新宿区△△町１－２－34
株式会社××　代表取締役

××太郎　印

　文書作成の際の注意点は、以下のとおり。
①シンプルに
②誰が読んでも分かるように
③「文語的」「攻撃的」「恨み節」などの要素
は不適切、脅迫はもってのほか

未払いの催促

　倒産処理で200社近く見てきたＭ弁護
士は、会社が苦しくなったときに社長が「や
ってはいけないこと」として、以下のこと
を指摘します。
⑴　親族・知人・縁者からの借入れ
⑵　街金やファクタリングの利用
⑶　コンサルタントと称する怪しげな者へ
の依頼

⑷　銀行返済を優先し、税金や社会保険を
滞納

⑸　夜逃げ
⑹　財産隠し、偽装離婚
　このうち、⑴については、自分が破産し
てしまった場合、当面の生活を支えてくれ
るのは親族・知人・縁者だけです。これら
の人からの借入れは慎まなければなりませ
ん。
　また、⑷の税金や社会保険料の延滞金に
ついては、延滞料率が高いことから、支払
いの最優先順位と考えます。

会社が苦しいときに  
「やってはいけないこと」　

各
地
で
バ
ス
や
鉄
道
を
使
い
、
人

だ
け
で
な
く
貨
物
を
運
ぶ
取
組
み
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
国
の
規
制
が
昨
年
九
月
か
ら
緩
和

さ
れ
、
従
来
の
路
線
バ
ス
が
運
べ
る

荷
物
三
五
〇
キ
ロ
グ
ラ
ム
未
満
と
い

う
制
限
の
撤
廃
や
、
タ
ク
シ
ー
も
人

を
乗
せ
ず
に
荷
物
を
配
送
で
き
る

「
貨
客
混
載
」に
な
っ
た
か
ら
で
す
。

　
例
え
ば
、
Ｋ
グ
ル
ー
プ
が
岐
阜
県

Ｔ
市
と
連
携
し
て
、
Ｔ
市
の
採
れ
た

て
野
菜
を
高
速
バ
ス
の
保
冷
コ
ン
テ

ナ
で
都
内
ま
で
運
び
、
Ｋ
社
経
営
の

ス
ー
パ
ー
で
販
売
す
る
取
組
み
で
す

が
、
ス
ー
パ
ー
は
販
路
拡
大
、
Ｔ
市

は
知
名
度
向
上
と
双
方
に
メ
リ
ッ
ト

が
あ
り
ま
し
た
。

　
貨
客
混
載
の
メ
リ
ッ
ト
は
他
に
も

た
く
さ
ん
あ
り
ま
す
。
運
送
会
社
に

と
っ
て
は
深
刻
化
し
て
い
る
配
送
人

員
の
不
足
が
緩
和
さ
れ
、
赤
字
路
線

の
地
方
の
バ
ス
会
社
で
は
新
た
な
需

要
に
よ
り
運
送
料
金
の
安
定
的
収
入

を
得
ら
れ
る
等
で
す
。

貨
客
混
載

２月号─8
発行


